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ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上あいおい生命保険株式会社（社長：加治 資朗）の 

２０２４年度 第２四半期（上半期：２０２４年４月１日～２０２４年９月３０日）の業績をお知らせいたします。 
 

１．契約高 

収入保障保険の販売減少等により、新契約

（契約高）は５，８１２億円（前年同期比８７．２％）

となりました。また、保有契約は２２兆５３８

億円（前年度末比９８．２％）となりました。 

２．年換算保険料 

新契約は、収入保障保険・ガン保険の販売減少

等により、１２７億円（前年同期比９３．５％）と

なりました。また、保有契約は４,３３１億円（前

年度末比９９．４％）となり、うち、第三分野の保

有契約は、介護・認知症保険の販売拡大等により

１,６４９億円（前年度末比１０１．４％）となりま

した。 

３．損益の状況 

基礎利益は２２２億円（前年同期差＋２６億

円）となりました。一方、有価証券売却益の剥

落により、中間純利益は１４１億円（前年同期

差△２４億円）となりました。 

４．ソルベンシー・マージン比率 

経営の健全性を示す指標であるソルベンシ

ー・マージン比率は、８１６.９％となり、引き

続き高い水準を確保しております。 

５．当社の格付け（２０２４年１１月１９日現在） 

ＡＡ    格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）   保険金支払能力格付け 

 

 
  

  

2023 年度 

第 2 四半期 

（上半期） 

2024 年度 

第 2 四半期 

（上半期） 

前年同期比 
（前年同期差） 

新契約件数 102 千件 98 千件 95.8% 

新契約高 6,664 億円 5,812 億円 87.2% 

新契約 

年換算保険料 
136 億円 127 億円 93.5% 

保険料等収入 2,367 億円 2,324 億円 98.2% 

基礎利益 195 億円 222 億円 
113.6% 

(+26 億円) 

中間純利益 166 億円 141 億円 
85.0% 

(△24 億円) 

 

  2023 年度末 

2024 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

前年度末比 
（前年度末差） 

保有契約件数 4,031 千件 4,033 千件 100.0% 

保有契約高 22 兆 4,655 億円 22 兆 538 億円 98.2% 

保有契約 

年換算保険料 
4,356 億円 4,331 億円 99.4% 

 うち第三分野 1,627 億円 1,649 億円 101.4% 

総資産 5 兆 1,608 億円 5 兆 2,067 億円 100.9% 

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ 

比率 
928.1％ 816.9％ 

△111.2  

ポイント  

（注） 

・新契約件数・新契約高・新契約年換算保険料・保有契約件数・保有 

契約高・保有契約年換算保険料は、個人保険と個人年金保険の合計 
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１．主要業績

（１）保有契約高及び新契約高

・保有契約高 (単位：千件、億円、％)

前年度末比 前年度末比

① 個 人 保 険 100.1 98.2

② 個 人 年 金 保 険 97.6 97.8

③ 団 体 保 険 － 102.6

④ 団 体 年 金 保 険 － 100.3

100.0 98.2

－ 99.5

 (注)１．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後

　　 　　契約の責任準備金を合計したものです。

　　 ２．団体年金保険については、責任準備金の金額です。
     

・新契約高 (単位：千件、億円、％)

件数

新契約
転換による

純増加
前年

同期比
前年

同期比
新契約

転換による
純増加

① 個 人 保 険 102 6,653 6,653 - 98 95.9 5,804 87.2 5,804 -

② 個 人 年 金 保 険 0 10 10 - 0 61.6 7 72.8 7 -

③ 団 体 保 険 － 1,222 1,222 － － － 425 34.8 425 －

④ 団 体 年 金 保 険 － - - － － － - - - －

102 6,664 6,664 - 98 95.8 5,812 87.2 5,812 -

 (注) 新契約の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。

（２）年換算保険料

・保有契約 (単位：百万円、％)

・新契約 (単位：百万円、％)

(注)１.年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、

　  　 １年あたりの保険料に換算した金額です(一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額)。

　  ２.｢うち医療保障･生前給付保障等｣欄には、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障

    　 給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定

    　 疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を記載しています。

12,730   

6,692   

398,280   

34,875   

433,156   

164,996   

38   

合 計

－

3,889

－

4,033

－

前年度末比

前年同期比

うち医療保障･
生前給付保障等

2023年度第２四半期（上半期） 2024年度第２四半期（上半期）

件数 金額金額

区　　分

個 人 年 金 保 険

2023年度末

400,196   

147 5,724

金額

98,539

35,412   

96,076

2

99.5   

98.5   

区　　分

個人合計(①＋②)

2024年度第２四半期（上半期）末

2023年度末 2024年度第２四半期（上半期）末

件数 金額

5,597

3,884 218,930

2

4,031 224,655

－ 320,731

162,724   

99.4   

101.4   

435,608   合 計

個 人 年 金 保 険

－

43   

うち医療保障･
生前給付保障等

93.6   

88.5   

12,691   

319,077

個 人 保 険

13,608   

6,969   

2023年度第２四半期（上半期） 2024年度第２四半期（上半期）

93.5   

96.0   

13,564   

区　　分

220,538

143

－

214,940

件数

区　　分

個人合計+団体保険
( ① ＋ ② ＋ ③ )

個人合計(①＋②)

個 人 保 険
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２．一般勘定資産の運用状況 

（１）運用環境 

2024 年度第２四半期（上半期）のわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果も

あって、緩やかな回復がみられました。 

国内金利（10年国債利回り）は、期初に0.73％で始まった後、国内物価の上昇、日銀の金融政策変更

正常化から一時１％を突破する局面もあったものの、株価下落につられる形で低下し、2024 年度第２四

半期（上半期）末は0.85％となりました。 

為替市場（米ドル円）は、期初に151円台で始まった後、第１四半期は堅調な米国経済を背景に、1990

年以来の安値である 161 円台まで円安が進んだものの、為替介入や日銀の利上げによる内外金利差の縮

小もあり、一時140円台割れまで円高が進み、2024年度第２四半期（上半期）末は142円73銭となりま

した。 

株式市場（日経平均株価）は、期初に４万円台前半で始まった後、米国ＩＴ企業の株価上昇に牽引さ

れ、４万２千円台まで上昇し最高値を更新したものの、７月以降の米国の経済指標の悪化を契機に、日

銀の利上げや大幅な円高も重なり、2024年度第２四半期（上半期）末は37,919円55銭となりました。 

 

（２）運用方針 

〔 基本方針 〕 

当社の資産運用においては、資産の健全性を重視しつつ、長期的に安定した収益を確保することを

基本方針としております。 

 

〔 運用対象 〕 

上記の基本方針に基づき、負債特性を踏まえ、当社は国内の公社債を主な運用対象としています。 

運用対象の内訳につきましては、その大部分を国債や高格付けの社債等の国内円建債券としていま

すが、一部を外貨建債券等に投資し、リスクの分散と利回り向上を図っています。なお、債券購入に

際しては、金利リスク・信用リスク等のリスクを分析し、安全性と収益性に留意した上で銘柄を選択

しています。 

また、保険約款貸付以外の融資については、現在行っていません。 

 

（３）運用実績の概況 

2024年度第２四半期（上半期）末における一般勘定資産の残高は、5兆2,067億円となりました。資産 

配分は公社債を中心に行い、その結果、公社債は4兆867億円（総資産に占める比率は78.5％）となり

ました。 

また、2024年度第２四半期（上半期）の資産運用収益は 350億円、資産運用費用は34億円となりまし 

た。 

 



３．資産運用の実績（一般勘定）

（１）資産の構成 （単位：百万円、％）

金額 占率 金額 占率

234,479 4.5 149,790 2.9 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

4,749,619 92.0 4,877,492 93.7 

4,092,988 79.3 4,086,760 78.5 

1,039 0.0 1,057 0.0 

578,089 11.2 690,568 13.3 

公 社 債 520,464 10.1 630,709 12.1 

株 式 等 57,624 1.1 59,858 1.1 

77,501 1.5 99,105 1.9 

62,341 1.2 62,896 1.2 

255 0.0 231 0.0 

32,515 0.6 40,056 0.8 

81,707 1.6 76,364 1.5 

△87 △0.0 △83 △0.0 

5,160,831 100.0 5,206,747 100.0 

583,105 11.3 692,339 13.3 

（注）「不動産」については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を記載しています。

（２）資産の増減 （単位：百万円）

△ 98,888  △ 84,689  

- - 

- - 

- - 

- - 

- - 

158,658  127,872  

33,092  △ 6,228  

146  18  

124,592  112,478  

公 社 債 113,807  110,244  

株 式 等 10,785  2,234  

827  21,603  

631  555  

△ 28  △ 23  

7,437  7,541  

6,542  △ 5,343  

1  3  

74,354  45,915  

121,363  109,234  

（注）「不動産」については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を記載しています。

区　　分
2023年度末 2024年度第２四半期（上半期）末

現預金・コールローン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

区　　分 2023年度第２四半期（上半期） 2024年度第２四半期（上半期）

現預金・コールローン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
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（３）資産運用収益 （単位：百万円）

2023年度第２四半期（上半期） 2024年度第２四半期（上半期）

28,541  34,910  

0  5  

27,416  33,885  

869  885  

-　 -　

255  133  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

3,176  80  

310  80  

166  -　

2,699  -　

-　 -　

2,127  -　

-　 -　

32  5  

1  3  

-　 -　

33,878  35,000  

（４）資産運用費用 （単位：百万円）

2023年度第２四半期（上半期） 2024年度第２四半期（上半期）

-　 274  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

104  -　

104  -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

2,534  2,954  

-　 -　

-　 -　

-　 -　

-　 -　

37  187  

2,676  3,415  

（５）売買目的有価証券の評価損益

売買目的有価証券は保有していません。

区　　分

利息及び配当金等収入

預 貯 金 利 息

有価証券利息・配当金

貸 付 金 利 息

不 動 産 賃 貸 料

そ の 他 利 息 配 当 金

商 品 有 価 証 券 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

売買目的有価証券運用益

有 価 証 券 売 却 益

国 債 等 債 券 売 却 益

株 式 等 売 却 益

外 国 証 券 売 却 益

そ の 他

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

為 替 差 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 運 用 収 益

合 計

区　　分

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

売買目的有価証券運用損

有 価 証 券 売 却 損

国 債 等 債 券 売 却 損

株 式 等 売 却 損

外 国 証 券 売 却 損

そ の 他

有 価 証 券 評 価 損

国 債 等 債 券 評 価 損

株 式 等 評 価 損

外 国 証 券 評 価 損

そ の 他

有 価 証 券 償 還 損

金 融 派 生 商 品 費 用

為 替 差 損

そ の 他 運 用 費 用

合 計

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 付 金 償 却

賃貸用不動産等減価償却費
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（６）有価証券の時価情報(売買目的有価証券以外)

（単位:百万円）

差益 差損 差益 差損

1,464,727 1,442,816 △ 21,911 63,627 85,538 1,451,587 1,379,130 △ 72,456 47,780 120,237

1,950,412 1,467,113 △ 483,299 - 483,299 1,966,471 1,372,291 △ 594,180 50 594,230

- - - - - - - - - - 

1,359,502 1,328,797 △ 30,704 59,985 90,690 1,507,846 1,452,547 △ 55,299 53,070 108,369

716,175 677,848 △ 38,326 16,145 54,472 721,725 668,701 △ 53,024 13,287 66,312

243 595 352 352 - 243 614 370 370 - 

573,704 578,084 4,380 32,551 28,170 696,350 690,432 △ 5,917 28,702 34,619

公 社 債 520,655 520,464 △ 190 25,811 26,002 642,149 630,709 △ 11,439 21,727 33,166

株 式 等 53,048 57,619 4,570 6,739 2,168 54,201 59,722 5,521 6,974 1,453

69,378 72,268 2,890 10,937 8,047 89,526 92,799 3,272 10,710 7,437

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

合　　　　　　　　計 4,774,642 4,238,727 △ 535,915 123,613 659,528 4,925,905 4,203,969 △ 721,936 100,901 822,838

4,131,315 3,587,778 △ 543,537 79,772 623,310 4,139,784 3,420,123 △ 719,661 61,119 780,780

243 595 352 352 - 243 614 370 370 - 

573,704 578,084 4,380 32,551 28,170 696,350 690,432 △ 5,917 28,702 34,619

520,655 520,464 △ 190 25,811 26,002 642,149 630,709 △ 11,439 21,727 33,166

53,048 57,619 4,570 6,739 2,168 54,201 59,722 5,521 6,974 1,453

69,378 72,268 2,890 10,937 8,047 89,526 92,799 3,272 10,710 7,437

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - 

（注）１．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含むこととしています。

　　　２．市場価格のない株式等および組合等は本表から除いています。

・市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。

（単位:百万円）

2024年度

第２四半期（上半期）末

（７）金銭の信託の時価情報

金銭の信託は保有していません。

区　　　分

2023年度末 2024年度第２四半期（上半期）末

帳簿価額 時価
差　損　益

帳簿価額 時価
差　損　益

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

公 社 債

株 式

外 国 証 券

公 社 債

株 式 等

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

区　　　分 2023年度末

国 内 株 式 443 443

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 - - 

そ の 他 5,084 6,302

そ の 他 有 価 証 券 5,528 6,746

合　　　計 5,528 6,746

外 国 株 式 - - 
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４．中間貸借対照表 (単位：百万円)

期 別   

   科 目

234,479 149,790
4,749,619 4,877,492

( うち ) ( 3,376,278 ) ( 3,388,373 )

( うち ) ( 88,361 ) ( 87,128 )

( うち ) ( 628,348 ) ( 611,258 )

( うち ) ( 1,039 ) ( 1,057 )

( うち ) ( 578,089 ) ( 690,568 )

62,341 62,896
62,341 62,896
7,086 5,924

26,313 23,894
1,952 2,092
1,389 379

45,220 44,304
45,220 44,304
32,515 40,056
△ 87 △ 83

5,160,831 5,206,747

期 別   

   科 目

4,480,569 4,534,730
42,090 41,986

4,428,012 4,482,332
10,466 10,411
3,310 3,609

359 318
509,186 518,140
235,480 235,769
251,819 262,849

7,031 5,888
274 211
410 411

14,169 13,011
5,337 5,555

1 0
126 31

13,956 14,805
13,956 14,805

5,012,848 5,077,192

85,500 85,500
19,955 19,955
19,955 19,955
64,525 63,815

- 2,979
64,525 60,836

49 49
64,475 60,786

169,980 169,270
△ 21,997 △ 39,715
△ 21,997 △ 39,715

147,983 129,555

5,160,831 5,206,747

そ の 他 の 資 産

(2024年３月31日現在)

資 産 の 部 合 計

2023年度末 2024年度

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産
代 理 店 貸
再 保 険 貸

保 険 約 款 貸 付
有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 負 債

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

特 定 事 業 出 資 積 立 金

利 益 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

そ の 他 利 益 剰 余 金

( 純 資 産 の 部 )

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 式 給 付 引 当 金

負 債 の 部 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

( 資 産 の 部 )

(2024年９月30日現在）

地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券

保 険 契 約 準 備 金

要約貸借対照表 中間会計期間末

(2024年９月30日現在）

( 負 債 の 部 )

金　額 金　額

繰 延 税 金 資 産

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

現 金 及 び 預 貯 金

国 債
有 価 証 券

貸 付 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

未 払 法 人 税 等

売 現 先 勘 定

契 約 者 配 当 準 備 金

2023年度末 2024年度

金　額 金　額

要約貸借対照表 中間会計期間末

(2024年３月31日現在)
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５．中間損益計算書

(単位：百万円)

期　別

　科　目

金  額 金  額

272,293 269,858

236,733 232,476

( うち 保 険 料 ) ( 236,733 ) ( 232,142 )

33,878 35,000

( うち 利息及び配当金等収入 ) ( 28,541 ) ( 34,910 )

( うち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 3,176 ) ( 80 )

1,681 2,381

( うち 支 払 備 金 戻 入 額 ) ( - ) ( 104 )

246,986 247,784

133,934 141,471

( うち 保 険 金 ) ( 24,981 ) ( 26,628 )

( うち 年 金 ) ( 10,197 ) ( 10,863 )

( うち 給 付 金 ) ( 18,780 ) ( 20,615 )

( うち 解 約 返 戻 金 ) ( 76,774 ) ( 80,325 )

( うち そ の 他 返 戻 金 ) ( 2,051 ) ( 2,039 )

62,829 54,319

189 - 

62,639 54,319

0 0

2,676 3,415

( うち 支 払 利 息 ) ( - ) ( 274 )

( うち 有 価 証 券 売 却 損 ) ( 104 ) ( - )

( うち 金 融 派 生 商 品 費 用 ) ( 2,534 ) ( 2,954 )

37,590 38,730

9,955 9,846

25,307 22,074

0 0

714 852

1,369 1,529

23,223 19,692

6,790 6,158

△ 252 △ 651

6,537 5,506

16,685 14,185

経 常 利 益

特 別 利 益

2023年度

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 経 常 費 用

資 産 運 用 収 益

中間会計期間 中間会計期間

2024年４月１日から2023年４月１日から

2024年度

2023年９月30日まで

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

法 人 税 及 び 住 民 税

特 別 損 失

中 間 純 利 益

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

そ の 他 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

経 常 費 用

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

支 払 備 金 繰 入 額

2024年９月30日まで

事 業 費
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６．中間株主資本等変動計算書

2023年度中間会計期間

（2023年４月１日から2023年９月30日まで） （単位：百万円）

純資産

資 本 金
株主資本

合計
その他

有価証券
評価・換算

差額等

合計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

利益剰余金
合計

評価差額金 合計

特定事業
出資積立金

繰越
利益剰余金

当期首残高 85,500 14,746 5,208 19,955 5,924 49 35,938 41,913 147,368 △ 21,295 △ 21,295 126,073

当中間期変動額

剰余金の配当 － - - - 1,115 - △ 6,692 △ 5,576 △ 5,576 － － △ 5,576

中間純利益 － － － － － － 16,685 16,685 16,685 － － 16,685

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

－ － － － － － － － － △ 18,476 △ 18,476 △ 18,476

当中間期変動額合計 - - - - 1,115 - 9,993 11,108 11,108 △ 18,476 △ 18,476 △ 7,368

当中間期末残高 85,500 14,746 5,208 19,955 7,040 49 45,931 53,021 158,476 △ 39,771 △ 39,771 118,705

2024年度中間会計期間

（2024年４月１日から2024年９月30日まで） （単位：百万円）

純資産

資 本 金
株主資本

合計
その他

有価証券
評価・換算

差額等

合計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

利益剰余金
合計

評価差額金 合計

特定事業
出資積立金

繰越
利益剰余金

当期首残高 85,500 - 19,955 19,955 - 49 64,475 64,525 169,980 △ 21,997 △ 21,997 147,983

当中間期変動額

剰余金の配当 － - - - 2,979 - △ 17,874 △ 14,895 △ 14,895 － － △ 14,895

中間純利益 － － － － － － 14,185 14,185 14,185 － － 14,185

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

－ － － － － － － － － △ 17,717 △ 17,717 △ 17,717

当中間期変動額合計 - - - - 2,979 - △ 3,689 △ 710 △ 710 △ 17,717 △ 17,717 △ 18,428

当中間期末残高 85,500 - 19,955 19,955 2,979 49 60,786 63,815 169,270 △ 39,715 △ 39,715 129,555

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金
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注記事項 

 （中間貸借対照表関係） 

2024年度中間会計期間末 

 

１．会計方針に関する事項 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業に

おける「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

その他有価証券については、９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法、取得

差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額

法））によっております。ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（３）有形固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（４）無形固定資産の減価償却の方法 

利用可能期間に基づく定額法によっております。 

 

（５）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産･負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 

 

（６）引当金の計上方法  

①貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

当社の貸付金は、その全額が保険約款貸付であり回収が担保されているため、貸倒引当金の計上はあり

ません。それ以外の資産については、それぞれの性質を勘案し、回収の危険性または価値の毀損の危険

性の度合いに応じて査定し、その最終の回収額または価値に対する損失見込額を計上しております。 

また、上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権

額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

②退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

退職給付見込額の期間帰属方法    給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数         10年 

③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、制度廃止以前の役員に対する退職慰労年金の支給に備えるため、当中間期末

における支給見込額に基づき計上しております。 

④株式給付引当金 

株式給付引当金は、従業員向け株式報酬制度における株式交付基準に基づく親会社であるＭＳ＆ＡＤイ

ンシュアランスグループホールディングス株式会社の株式の交付に備えるため、当中間期末における株式

給付債務の見込額を基準に計上しております。 

 

（７）価格変動準備金の計上方法  



              - 10 -       三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

（８）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会）に従い、外貨建資産に対する

為替変動リスクのヘッジとして為替予約及び通貨オプションによる時価ヘッジを行っております。 

なお、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があることが明らかなことから、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

 

（９）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税

等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等

以外のものについては、当中間期に費用処理しております。 

 

（10）保険料の計上方法 

初回保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納した

金額により計上しております。 

また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上しております。 

なお、収納した保険料のうち、中間期末時点において未経過となっている期間に対応する部分について

は、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69条第１項第２号に基づき、責任準備金に積み立てており

ます。 

 

（11）保険金の計上方法及び支払備金の積立方法 

保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定さ

れた金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。 

なお、保険業法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、中間期末時点において支払義務が発

生したもの、または、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められるものの

うち、それぞれ保険金等の支出として計上していないものについて、支払備金を積み立てております。 

既発生未報告支払備金 （まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事由が

既に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊

施設または自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を

支払う特別取扱を2023年5月8日以降終了したことにより、平成10年大蔵省告示第234号（以下「IBNR告示」と

いう。）第１条第１項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR告示第１

条第１項ただし書の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。 

（計算方法の概要） 

IBNR告示第１条第１項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金

等の支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR告示第１条第１項本則と同様の方法により算出

しております。 

 

（12）責任準備金の積立方法 

中間期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来におけ

る債務の履行に備えるため、保険業法第116条第１項に基づき、保険料及び責任準備金の算出方法書（保

険業法第４条第２項第４号）に記載された方法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。 

責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。 

①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第48号） 

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69条第１項第３号

に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み

立てております。 

 

（13）グループ通算制度の適用 

当社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社を通算親会社とするグループ通算

制度を適用しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

主な金融商品に係る中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
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（単位：百万円） 

 
中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金 149,790 149,790 - 

有価証券（*1）（*2） 4,870,606 4,203,969 △ 666,637 

満期保有目的の債券 1,451,587 1,379,130 △ 72,456 

責任準備金対応債券 1,966,471 1,372,291 △ 594,180 

その他有価証券 1,452,547 1,452,547 - 

貸付金 62,896 62,896 - 

保険約款貸付 62,896 62,896 - 

金融派生商品（*3） (2,774) (2,774) - 

ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 - 

ヘッジ会計が適用されているもの (2,775) (2,775) - 

売現先勘定（*4） (235,769) (235,769) - 

債券貸借取引受入担保金（*4） (262,849) (262,849) - 

      （*1） 市場価格のない株式等については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の 

開示に関する適用指針」第５項に基づき、時価開示の対象としておらず、有価証券に含めて 

おりません。 

当該市場価格のない株式等は非上場株式であり、当中間期末における中間貸借対照表 

価額は443百万円であります。 

      （*2） 組合出資金等については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準 

の適用指針」第24-16項を適用し、時価開示の対象としておらず、有価証券に含めておりま 

せん。 

当該組合出資金等の当中間期末における中間貸借対照表価額は6,441百万円であります。 

      （*3） 金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務 

となる項目については、( )で示しております。 

      （*4） 売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金は負債に計上しており、( )で示しております。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。 

レベル１の時価 : 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価 : レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価 : 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 742,693 689,755 20,097 1,452,547 

その他有価証券 742,693 689,755 20,097 1,452,547 

国債・地方債等 308,205 78,014 - 386,219 

社債 - 282,481 - 282,481 

株式 614 - - 614 

その他 433,873 329,259 20,097 783,231 

金融派生商品 - 1,625 - 1,625 

通貨関連 - 1,625 - 1,625 

資産計 742,693 691,381 20,097 1,454,173 

金融派生商品 - 4,400 - 4,400 

通貨関連 - 4,400 - 4,400 

負債計 - 4,400 - 4,400 
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（２）時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

                                （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

現金及び預貯金 0 149,789 - 149,790 

有価証券 2,461,241 290,179 - 2,751,421 

満期保有目的の債券 1,187,568 191,561 - 1,379,130 

国債・地方債等 1,187,568 - - 1,187,568 

社債 - 191,561 - 191,561 

責任準備金対応債券 1,273,673 98,618 - 1,372,291 

国債・地方債等 1,273,673 7,043 - 1,280,716 

社債 - 91,574 - 91,574 

貸付金 - - 62,896 62,896 

保険約款貸付 - - 62,896 62,896 

資産計 2,461,242 439,969 62,896 2,964,108 

売現先勘定 - 235,769 - 235,769 

債券貸借取引受入担保金 - 262,849 - 262,849 

負債計 - 498,618 - 498,618 

 

（３）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
①現金及び預貯金、売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としており、現金はレ
ベル１の時価、預貯金、売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金はレベル２の時価に分類しております。 

②有価証券  
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しておりま

す。主に上場株式や国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合に
はレベル２の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。相場価格が入手できない場合には、
外部情報ベンダーより入手した相場価格によっております。当該価格は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法な
どの評価技法を用いて算定され、評価にあたっては観察可能なインプット（国債利回り、信用スプレッド等）を最大限利
用しており、レベル２の時価に分類しております。投資信託は、公表されている基準価額又は取引金融機関等から提
示された基準価額によっており、レベル２の時価に分類しておりますが、基準価額の算定にあたり重要な観察できない
インプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。 

③貸付金 
当社が保有している貸付金は全て保険約款貸付金であります。保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内

に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと想定される
ため、帳簿価額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。 

④金融派生商品 
金融派生商品は為替予約取引及び通貨オプション取引であります。これらは店頭取引であり、公表された相場価格

が存在しないため、直物相場をベースに直先スプレッドを調整して算出した先物為替相場又はオプション価格計算モ
デルにより算定した情報ベンダーから入手した価格によっております。金融派生商品は、観察できないインプットを用
いていない又はその影響が重要でない場合に該当し、レベル２の時価に分類しております。 

 

（４）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する情報 
①重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

記載すべき事項はありません。 
②期首残高から中間期末残高への調整表、当中間会計期間の損益に認識した評価損益 

（単位：百万円） 

 有価証券 
合計 

その他有価証券 

期首残高 18,870 18,870 

当中間会計期間の損益又は評価・換算差額等   

損益に計上 (*) 133 133 

その他有価証券評価差額金 △ 203 △ 203 
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購入、売却、発行及び決済 1,297 1,297 

レベル３の時価への振替 - - 

レベル３の時価からの振替 - - 

中間期末残高 20,097 20,097 

当中間会計期間損益に計上した額のうち中間貸借
対照表において保有する金融資産及び金融負債
の評価損益 

- - 

（*）中間損益計算書の「資産運用収益」に含まれております。 
③時価の評価プロセスの説明 

当社はリスク管理部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定め、これに沿って時価評価モデルを策定してお
ります。リスク管理部門は当該モデル、使用するインプット及び算定結果としての時価が方針及び手続に準拠している
か妥当性を確認しております。またリスク管理部門は当該確認結果に基づき時価のレベルの分類について判断してお
ります。第三者から入手した相場価格を時価として利用する場合においては、使用されている評価技法及びインプット
の確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により、妥当性を検証しております。 

④重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 
記載すべき事項はありません。 

 

４．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の中間貸借対照表価額は、246,884百万円であります。 

 

５．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。 

イ．当期首現在高 10,466百万円 

ロ．当中間期契約者配当金支払額 1,584百万円 

ハ．利息による増加等  0百万円 

ニ．契約者配当準備金繰入額 1,529百万円 

ホ．当中間期末現在高 10,411百万円 

 

６．担保に供されている資産の額は、有価証券351,471百万円であります。また、担保付き債務の額は235,769百

万円であります。 

 

７．保険業法施行規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準

備金」という。）の金額は708百万円であります。 

 

８．１株当たり純資産額は、43,768円80銭であります。 

 

９．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（中間損益計算書関係） 

2024 年度中間会計期間 

 

１．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 80 百万円であります。 

 

2．責任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 21 百万円であります。 

 

3．利息及び配当金等収入の内訳は、次のとおりであります。 

預貯金利息 5百万円 

有価証券利息・配当金 33,885百万円 

貸付金利息  885百万円 

その他利息配当金 133百万円 

計 34,910百万円 

 

4．１株当たり中間純利益は、4,792 円 42 銭であります。算定上の基礎である中間純利益及び普通株式に係る中

間純利益はともに 14,185 百万円、普通株式の期中平均株式数は 2,960 千株であります。 

 

5．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

2024 年度中間会計期間 

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

                                                          （単位：千株） 

 当期首 

株式数 

当中間期 

増加株式数 

当中間期 

減少株式数 

当中間期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 2,960 - - 2,960 

合計 2,960 - - 2,960 

 

２．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1 株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2024年 5月16日 

取締役会 
普通株式 14,895 5,032 円 33 銭 2024年 3月31日 2024年 5月23日 

 

３．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 



７．経常利益等の明細(基礎利益)
(単位：百万円）

Ａ 19,585 22,245

7,776 3,299
金銭の信託運用益 - -
売買目的有価証券運用益 - -
有価証券売却益 3,176 80
金融派生商品収益 - -
為替差益 32 5
その他キャピタル収益 4,567 3,212

2,639 3,053
金銭の信託運用損 - -
売買目的有価証券運用損 - -
有価証券売却損 104 -
有価証券評価損 - -
金融派生商品費用 2,534 2,954
為替差損 - -
その他キャピタル費用 1 98

Ｂ 5,136 246
Ａ＋Ｂ 24,721 22,492

586 1
再保険収入 - -
危険準備金戻入額 584 -
個別貸倒引当金戻入額 1 1
その他臨時収益 - -

- 419
再保険料 - -
危険準備金繰入額 - 419
個別貸倒引当金繰入額 - -
特定海外債権引当勘定繰入額 - -
貸付金償却 - -
その他臨時費用 - -

Ｃ 586 △ 417
Ａ＋Ｂ＋Ｃ 25,307 22,074

１． 基礎利益には、次の金額が含まれています。

外貨建保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 1 △ 0

ﾏｰｹｯﾄ･ｳﾞｧﾘｭｰ･ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 △ 1 △ 3

為替に係るヘッジコストの影響額 △ 2,438 △ 3,209

投資信託の解約損益の影響額 - 98

有価証券償還損益のうち市場為替レート変動の影響額 △ 2,127 -
２． その他キャピタル収益には、次の金額が含まれています。

外貨建保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 - 0

ﾏｰｹｯﾄ･ｳﾞｧﾘｭｰ･ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 1 3

為替に係るヘッジコストの影響額 2,438 3,209

投資信託の解約損益の影響額 - -

有価証券償還損益のうち市場為替レート変動の影響額 2,127 -

３． その他キャピタル費用には、次の金額が含まれています。

外貨建保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 1 -

ﾏｰｹｯﾄ･ｳﾞｧﾘｭｰ･ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 - -

為替に係るヘッジコストの影響額 - -

投資信託の解約損益の影響額 - 98

有価証券償還損益のうち市場為替レート変動の影響額 - -

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

2023年度 2024年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

2023年度 2024年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

2023年度 2024年度

キャピタル損益含み基礎利益

臨 時 収 益

臨 時 費 用

臨 時 損 益

経 常 利 益

（注）

2023年度 2024年度

基 礎 利 益

キ ャ ピ タ ル 収 益

キ ャ ピ タ ル 費 用

キ ャ ピ タ ル 損 益

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

- 16 - 三井住友海上あいおい生命保険株式会社



８．保険業法に基づく債権の状況

（単位：百万円、％）

2024年度
第２四半期（上半期）末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - - 

危険債権 - - 

三月以上延滞債権 - - 

貸付条件緩和債権 - - 

小　　　計 - - 

（対合計比） （　　　　- ） （　　　　- ）

正 常 債 権 364,260 311,602

合　　　計 364,260 311,602

区　　分 2023年度末

（注） 

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生

手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ

れらに準ずる債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の

高い債権です。（注１に掲げる債権を除く。） 

３．三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅

延している貸付金です。（注１及び２に掲げる債権を除く。） 

４．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸付金です。（注１から３に掲げる債権を除く。） 

５．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１か

ら４までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。 
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９.ソルベンシー・マージン比率

(単位：百万円)

2023年度末
2024年度

第２四半期
（上半期）末

ソルベンシー・マージン総額 355,345 345,737 

資本金等 155,085 166,479 

価格変動準備金 13,956 14,805 

危険準備金 40,007 40,427 

一般貸倒引当金 4 2 

△ 30,551 △ 55,159 

土地の含み損益×85％（マイナスの場合は100％） - - 

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 158,196 156,554 

負債性資本調達手段等 - - 

- - 

持込資本金等 - - 

控除項目 - - 

その他　 18,646 22,627 

リスクの合計額 76,569 84,637 

保険リスク相当額　　　　　　　　　　Ｒ１ 17,582 17,531 

第三分野保険の保険リスク相当額　　　Ｒ８ 18,380 18,867 

予定利率リスク相当額　　　　　　　　Ｒ２ 3,263 3,259 

最低保証リスク相当額　　　　　　　　Ｒ７ - - 

資産運用リスク相当額　　　　　　　　Ｒ３ 62,031 70,698 

経営管理リスク相当額　　　　　　　　Ｒ４ 2,025 2,207 

ソルベンシー・マージン比率 928.1% 816.9% 

(注) 上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出し

ています。

　 <参考>実質資産負債差額 (単位：百万円)

2023年度末
2024年度

第２四半期
（上半期）末

資産の部に計上されるべき金額の合計額 （１） 4,647,066 4,524,665 

（２） 4,800,182 4,865,350 

実質資産負債差額 Ａ （１）－（２）＝（３） △153,115 △ 340,684 

満期保有目的の債券・責任準備金対応債券の含み損益 （４） △ 505,210 △ 666,637 

実質資産負債差額 Ｂ （３）－（４）＝（５） 352,095 325,953 

(注) 実質資産負債差額 Ａ は、保険業法第132条第２項に規定する区分等を定める命令第３条および平成11年

金融監督庁・大蔵省告示第２号の規定に基づき算出しています。実質資産負債差額 Ｂ は、保険会社向け

の総合的な監督指針Ⅱ－２－２－６に基づき算出しています。当社は、同監督指針Ⅱ－２－２－６の記載

に基づく保険金等の支払に備えた流動性資産を確保しています。

負債の部に計上されるべき金額の合計額を基礎として計算した金額

項　　　　目

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前））×90％（マイナスの場合は100％)

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等
のうち、マージンに算入されない額

項　　　　目

 A

 B
4

2
732

2
81 )()( RRRRRR 
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10．特別勘定の状況

該当する事項はありません。

11. 保険会社及びその子会社等の状況

該当する事項はありません。

以   上
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